
　本連載はグローバル競争において「日本企業として

の強み」であり、他国企業には容易にまねできない「文

化」でもある、「みんなが成長する組織づくり」とい

う考え方をベースに進めています。これまでは日本に

おける日本人社員の人材育成や日本採用・外国籍社員

の人材育成といった「ステージ１．本社のグローバル

化」について紹介をしてきました。今回からは「ステー

ジ２．海外拠点の現地化」という観点から紹介してい

きたいと思います（図表１）。

１　本社を揺るがす海外拠点における不祥事の事例

　まず、以下の３つの事例をみてください。

・江守グループホールディングス

　「1906 年以来、109 年にわたって事業展開をして

きており連結で 2,000 億以上（2014 年３月期）の名

門の老舗企業である江守グループホールディングス

（東証一部上場。化学品・電子材料等の販売を行う事

業会社、江守商事が中核）は、売上の７割を占める中

国ビジネスにおいて現地子会社の粉飾決算があり、

2015 年４月 30 日付で民事再生法適用を申請し事実

上倒産、2015 年５月 31 日付で上場廃止」（注１）

・LIXIL グループ

　「LIXIL グループは中国で住宅の水回り設備を手掛

ける子会社の破産手続きに伴い、2014 年３月期から

今期（2016 年３月期）までの３年間で、最大約 662

億円の損失が発生すると発表。買収先企業の中国系の

創業一族による不正な会計処理と巨額の簿外債務の存

在が発覚し経営破綻が不可避となった」（注２）

・オリンパス

　「オリンパス株式会社（東証一部上場。医療用精密

機械器具の製造販売等が柱）は医療機器を扱う米国の

子会社が医師らに不当なリベートを支払っていた疑い

があるとして、米司法当局への支払いが見込まれる罰

金 539 億円を特別損失として計上したと発表。2015

年３月期の純損益は、昨年５月に予想した 450 億円

の黒字から 87 億円の赤字に転落」（注３）

　これら業界が異なる３社に共通しているのは、本来、

競争力の源としてあるべき海外展開が一転、本社を揺

「世界で通用する日本型組織」をテーマに活
動。クライアントは、日本を代表する大手企
業を中心に多岐にわたる。政府関係機関の有
識者会議委員、大学院講師なども務める。グ
ローバル人事制度の設計のほか、マネジメン
ト研修を日本語、英語、中国語の３カ国語で
行い、参加者の出身国は20カ国以上に上る。
著書に『外国人社員の証言　日本の会社40
の弱点』（文藝春秋）。日本人駐在員、ローカ
ル社員向けのオンライン研修「グローバルマ
ネジメント基礎講座」を監修。

こだいら　たつや

みんなが成長する
組織のつくり方

グローバルマネジメント
礎基 講 座

ステージ２ 　海外拠点の現地化

グローバルマネジメント監査の考え方
グローバル人材戦略研究所 所長

小平達也
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で、経営目標達成のための手段であるはずの管理が目

的化してしまい、はからずもミニ大企業病となってし

まうケースです。ただし、ミニ大企業病を発生させて

いるのは、本社による強い管理統制ともいえます。こ

の管理統制自体は間違いではありませんが、なにより

も海外拠点の経営目標達成に意識と行動をもっていく

ことが必要となります。

③ローカルの経営者に任せており表面的な現地化は
進んでいるが、管理・統制ができていない「義理・
人情・番頭型」 

　ローカルのマーケットで売上げを伸ばしており、一

見成功しているようにみえるのがこのパターンです。

江守グループホールディングスのケースはその典型で

した。売上げが伸びている間は表面化しませんが、景

気や業績が下がってくると問題が露呈してくるのも、

よくある傾向です。

　また、「ローカルの経営者」という点では、現地国

籍の人間だけでなく、赴任期間の長い日本人経営者に

任せている場合にも、構造的には同じ問題をはらんで

います。

④現地化は進んでおり、管理・統制もできている「あ
るべきマネジメント型」

　「混乱型」は問題外としても、多くの企業は「ミニ

大企業病型」、もしくは「義理・人情・番頭型」のど

ちらかに偏っているようです。しかし当然のことなが

ら、めざす姿は現地化が進む一方で、本社からの管理・

るがすほどの弱点となってしまったことです。いずれ

も実績があり、社員の能力も高い、底力のある企業で

すので、試練を克服していくと信じていますが、３社

のケースは、グローバルビジネスが拡大すればするほ

ど、そのリスクが増大することを示唆しています。

２　海外拠点のマネジメント監査はできていますか

⑴　組織・人事マネジメントにも監査が必要
　上の３つの事例は経営レベルのものですが、日々の

マネジメントレベルでも、「キーとなるローカル社員

の離職」、「ローカル社員の採用面接時の注意点、タブー

への無理解」、「メンタル不調を訴える駐在員の放置」

など、さまざまな問題が発生します。駐在員には業績

目標達成のためのビジネススキルと合わせ、ローカル

社員の採用・育成・管理職への登用など、幅広い組織・

人事マネジメントのスキルが求められますが、これら

を駐在員任せ、拠点任せにしてしまっている企業も少

なくありません。

　通常、本社は海外拠点に対して、財務・会計処理、

コンプライアンス遵守、情報セキュリティ、危機管理

体制等の内部監査を行っていると思います。これに加

えて本社人事部門には、人材確保、給与、評価・業績

管理・退職者への対応など、駐在員によるローカル社

員に対するマネジメントが円滑に行われているかを把

握し、現地化を推進するための支援を行う――すなわ

ち、「グローバルマネジメント監査」という考え方が

求められます。

⑵　海外拠点マネジメントの４分類
　図表２は、グローバルマネジメント監査と管理・統

制（内部監査）との関係を表したものです。この２軸

で、海外拠点のマネジメント４分類を紹介しましょう。

①管理・統制ができておらず、日本人同士で右往左
往している「混乱型」

　このような状況は、海外拠点の新規立ち上げ時にみ

られることがありますが、この状態が半年以上続いた

ら要注意です。

②管理・統制ができているが、日本人だけで固めて
いる「ミニ大企業病型」

　じつは、多くの企業が陥っているのがこのパターン

図表１　マネジメントの３つのステージ

ステージ１ ステージ２ ステージ３

　統
合

分
散

本社のグローバル化

・日本人社員の育成
・外国籍社員の育成

海外拠点の現地化

・駐在員の育成
・ローカルマネー
　ジャーの育成

本社と海外拠点の統合

・制度の統合
・風土の統合

みんなが成長する組織づくり
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統制も効いているこのパターンです。

　ローカル社員の登用をどう進めるかは、海外拠点赴

任者の力量任せであるケースが多く、従来は本社が関

与できずブラックボックス化しがちな部分でしたが、

グローバルマネジメント監査を行うことによって、組

織として推進することができるのです。

　以上が、海外拠点マネジメントの４分類です。

⑶　誰のためのマネジメント監査か
　さて筆者は、グローバルマネジメント監査（海外拠

点人事監査）を、次のように定義しています。

　「自社海外拠点の事業目標達成のために人事の観点

から貢献することを目的として、公正かつ独立の立場

で、組織・人材マネジメントの遂行状況を把握・評価

し、これに基づいて助言を行う監査・診断業務のこ

と。」（注４）

　これらにより、自社海外法人に対する表面的な理解

にとどまらず、往々にして本社からはブラックボック

スになりがちな、現場で起こっている人材マネジメン

トの実態を顕在化させ、リスクに対して優先順位をつ

けて対応していくことが可能になります。また、好事

例・悪い事例それぞれの知識移転を促していくという

作用もあります。

　なによりも大切なことは、グローバルマネジメント

監査は、通常の管理・統制を目的とした内部監査とは

異なり、「海外拠点における組織・人材マネジメント

の課題を把握し、経営を支援する」ためのものである

こと、そして、その直接的な受益者は海外拠点の経営

者と拠点のメンバー全員であるということです。

　さらにいえば、グローバルマネジメント監査は、通

常は海外拠点で実施しますが、新たに経営者として赴

任する駐在予定者に対し、これらの観点をあらかじめ

インプットしておくと、着任後の現地における組織・

人材マネジメントのポイントを容易に把握できるよう

になります。

３　グローバルマネジメント監査の範囲

　ここまで説明してきたように、グローバルマネジメ

ント監査とは、海外拠点の経営における組織・人材マ

ネジメントの現状と課題を明らかにするためのもので

す。そして、グローバルマネジメント監査を実施後、

その結果を可視化し、今後の課題・強化ポイントを把

握するために活用されるのが、図表３のグローバルマ

ネジメント監査の結果概要レーダーチャートです。

　ご覧いただくとわかるように、レーダーチャートの

項目は、

・事業背景・戦略

・（駐在員）ご自身について

・主要なローカルスタッフの役割

・人材確保・雇用形態

・就業規則

・基幹人事制度（等級・報酬・評価）

・選抜

・育成

・キャリアパス

・離職

・マネジメント

・ハラスメント

・労働組合関連

・リスク対応

・本社・拠点間コミュニケーション

と、多岐にわたる海外拠点経営における組織・人材マ

ネジメントの注意ポイントを、包括的に取り上げてい

ます。 

図表２　グローバルマネジメント監査と管理・統制の関係
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　今回は、ローカル拠点における人材確保、給与、評

価・業績管理・退職者への対応など、駐在員による海

外拠点におけるマネジメントが円滑に行われているか

を把握し、現地化を推進するための「グローバルマネ

ジメント監査」という考え方について紹介をしました。

繰り返しになりますが、グローバルマネジメント監査

は、通常の管理・統制を目的とした内部監査と異なり、

あくまでも海外拠点の経営貢献のためのものであり、

その受益者は海外拠点であるということを強調してお

きたいと思います。

　では、その担い手はどこにいるのでしょうか。本連

載はグローバル競争における「日本企業としての強み」

を軸に話を進めてきましたが、じつは、適任者は「も

う、すぐそこ」にいるのです。

　次回は、グローバルマネジメント監査担当者の選任

と養成についてご紹介していきたいと思います。　

（注）
１．同社ホームページほか各種報道より
２．SankeiBiz 2015 年６月４日８時 15 分配信
３．朝日新聞 DIGITAL 2015 年５月８日 21 時 57 分配信
４．�グローバルマネジメント監査の定義に関連して、内部監査に

ついては、以下のような定義がある。
・（一社）日本内部監査協会による内部監査基準（2014 年改定）
　�　「内部監査とは、組織体の経営目標の効果的な達成に役立つ

ことを目的として、合法性と合理性の観点から公正かつ独立
の立場で、ガバナンス・プロセス、リスク・マネジメントお
よびコントロールに関連する経営諸活動の遂行状況を、内部
監査人としての規律遵守の態度をもって評価し、これに基づ
いて客観的意見を述べ、助言・勧告を行うアシュアランス業務、
および特定の経営諸活動の支援を行うアドバイザリー業務で
ある。」

図表３　グローバルマネジメント監査　レーダーチャート
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３名の方にオンライン研修
「グローバルマネジメント基礎講座」を
無料提供します！

　グローバル人材戦略研究所では、オンライン研修「グ
ローバルマネジメント基礎講座」を日本語・英語・中
国語で提供しています。本連載の特典として、毎号抽
選で３名の方に日本語版を無料で提供させていただき
ます。ご希望の方は「企業と人材」編集部まで、以下
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